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（１） 「裁判外紛争処理」から「裁判外紛争解決」「第三者紛争解決」へ 

 

（２） 背景 

① 国際化、多様化の時代、考え方の多角化の時代 

問題解決や方法に一元性を求めない考え方。 

消費者の自己責任と問題解決への自己責任 

②現状のＡＤＲへの不満と司法への不満 

③消費者問題が拡大紛争解決の選択肢としてのＡＤＲの存在と現実のギャップ 

  ・利用実績（ＰＬなど）、相談窓口としての機能、弁護士法７２条 

  ・国民生活センター：年間 8,137 件 全国消費生活センター合計：529,867 件 

 

（３）消費者がもとめるＡＤＲの基本的特性 

①当事者の合意による解決 

  Ａ）判例など法的基準等、画一的な絶対な意見の押し付けではないもの 

    Ｂ）押し付け、妥協（互譲）でなくお互いが満足する解決 

②選択性 

  Ａ）解決方法の選択 

  Ｂ）第三者の選択と忌避権 

  Ｃ）選択可能なための情報開示 

③第三者トレーニング 

  Ａ）専門性以外のコミュニケーション能力の必要性 

  Ｂ）第三者の質の維持 

④手続きルールについて 

Ａ）コンセンサス、定義付けの必要 

Ｂ）法律扶助 

Ｃ）時効中断 

Ｄ）執行力付与 
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紛争解決方法の相関図 
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当事者の双方の同意が必要なプロセス  
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